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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第３四半期連結
累計期間

第23期
第３四半期連結
累計期間

第22期

会計期間
自2020年10月１日
至2021年６月30日

自2021年10月１日
至2022年６月30日

自2020年10月１日
至2021年９月30日

売上高 （千円） 8,132,156 5,506,795 10,451,380

経常利益又は経常損失（△） （千円） 868,514 △192,873 773,379

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 571,111 △201,366 455,650

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 714,616 △153,083 655,133

純資産額 （千円） 9,426,056 9,186,475 9,366,573

総資産額 （千円） 12,420,996 13,910,071 12,340,184

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） 249.15 △87.52 198.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.9 66.0 75.9

 

回次
第22期

第３四半期連結
会計期間

第23期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △37.24 △62.99

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等について

は、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社は、太陽電業株式会社の発行済株式総数の100％を取得したことに伴

い、第２四半期連結会計期間より同社を連結の範囲に含めております。この結果、当社グループは2022年６月30日現

在では、当社及び連結子会社５社により構成されることとなりました。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

また、主要な関係会社における異動は以下のとおりであります。

株式会社光通信及び同社の子会社４社（光通信株式会社、株式会社UH Partners ２、株式会社UH Partners ３、及

び株式会社エスアイエル）が６月20日付で当社株式を取得したことにより、当社のその他の関係会社となりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

新型コロナウイルス感染症による事業への影響については、引き続き今後の状況を注視してまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年６月30日まで）におけるわが国経済は、新型コロナウイ

ルスのワクチン接種が進み、新型コロナウイルス感染症の影響が和らぎ、社会活動における制限緩和が進む中で、

持ち直しの動きが見られましたが、ロシアによるウクライナ侵攻の影響を受けた原材料価格上昇や、円安の進行も

あり、先行き不透明な状況が続いております。

 

当社グループは、原子力・火力発電所用バルブの製造・メンテナンスを主としたバルブ事業を中核に、鋳鋼製品

の製造事業と福島地区での地域復興事業などを展開しております。

東日本大震災の津波による東京電力福島第一原子力発電所事故以降、バルブ事業の主要顧客である原子力発電所

（以下、「原発」）向けビジネスが極めて厳しい状況にあり、さらに、地球温暖化問題から、脱炭素社会へ向けた

取り組みが進むなか、石炭火力発電所の不確実性が高まりつつあります。

そのような事業環境下、中期経営計画におきましては、経営基盤の構造改革、既存３事業の深化、新領域への挑

戦、という３つの戦略を軸に様々な取り組みを進めているところであります。その一環として、2021年11月29日に

公表しましたとおり、太陽電業株式会社の株式を取得し子会社とし、第２四半期連結会計期間より連結対象となり

ました。

 

このような中、当第３四半期連結累計期間におきましては、主力事業であるバルブ事業において、九州電力川内

原発１号機で定期検査工事が完了し売上計上しましたが、ほかに主だった売上が無く、原子力発電所向けの工事案

件を中心に、第４四半期以降に納期が到来する案件に取り組んでまいりました結果、全体の売上高は55億６百万円

（前年同期比32.3％減）と低調な結果となりました。

採算面でも、第４四半期に売上計上予定の工事案件の棚卸資産の増加があったものの、売上高の減少が大きく影

響し、営業利益は２億72百万円の赤字（前年同期は８億10百万円の黒字）、経常利益は１億92百万円の赤字（前年

同期は８億68百万円の黒字）、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億１百万円の赤字（前年同期は５億71百万

円の黒字）となりました。

 

報告セグメント別では、バルブ事業の売上高は、前述のとおり、九州電力川内原発１号機で定期検査工事が完了

し売上計上しましたが、他に主だった売上がなく39億24百万円（前年同期比45.0％減）、セグメント利益も第４四

半期に売上計上予定の工事案件の仕掛品等の棚卸資産が増加したものの、売上高減少の影響から、５億47百万円

（前年同期比63.9％減）となり、前年同期に比して減収減益となりました。

製鋼事業は、一部顧客からの受注、売上が好調だった結果、売上高は７億81百万円（前年同期比35.0％増）とな

りましたが、材料の仕入価格の高騰などの影響もあり、セグメント利益は２億37百万円の赤字（前年同期は１億52

百万円の赤字）となりました。

第２四半期連結会計期間から報告セグメントとなりました電気設備関連事業は、2022年１月より新たに子会社と

なった太陽電業株式会社における事業で、原子力施設における設備・放射線計測器類の保守や建物の電気設備工事

などを行っており、売上高は６億60百万円、セグメント利益は79百万円となりました。

なお、前連結会計年度まで、報告セグメントとしておりました除染事業は、地域除染事業の規模縮小により、売

上高、セグメント利益が少額となったことから、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、その他に含めて

表示しております。除染事業を担っていた東亜クリエイト株式会社につきましては、地域住宅除染から地域インフ

ラ整備事業参入へ軸足を移し、新たに住宅産業への参入による地域復興事業への貢献を目指してまいります。

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による業績影響については、主にメンテナンス工事において、影響が出て

くるものと想定されます。事業の性質上、工事そのものが無くなるということはほぼありませんが、工期が変更さ

れることで売上が時期ずれする、或いは、一部の顧客において、感染拡大阻止のため工事現場への入場に規制・制

約が設けられており、これにより工事効率が低下し採算性が悪化するなどで業績にマイナス影響が出る可能性があ

ります。
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   表：報告セグメント内の種類別売上高

　 報告セグメント 種類別の売上高

前第３四半期

連結累計期間

（百万円）

当第３四半期

連結累計期間

（百万円）

前年同四半期比

（％）

　バルブ事業

　バルブ（新製弁） 1,646 1,474 △10.4

　バルブ用取替補修部品 862 538 △37.6

　原子力発電所定期検査工事 1,407 402 △71.4

　その他メンテナンス等の役務提供 3,215 1,509 △53.1

　小計 7,131 3,924 △45.0

　製鋼事業 　鋳鋼製品 579 781 35.0

　電気設備関連事業 　電気設備関連工事 － 660 －

　その他
　地域復興事業 279 86 △69.1

　リファインメタル事業 267 101 △61.9

　消去又は全社  △125 △47 －

　合計 8,132 5,506 △32.3

 

(2）財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末の資産残高は139億10百万円となり、前連結会計年度末に比して15億69百万円増加

しました。これは主に有価証券が14億円減少しましたが、現金及び預金が12億18百万円、仕掛品が９億５百万円増

加したことによるものであります。

負債残高は47億23百万円となり、前連結会計年度末に比して17億49百万円増加しました。これは主に賞与引当金

が１億92百万円減少しましたが、短期借入金が19億円増加したことによるものであります。

純資産の残高は91億86百万円となり、資本剰余金の減少などにより前連結会計年度末に比して１億80百万円減少

しました。

 

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動は、144百万円であります。なお、当第３

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　   当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,040,000

計 10,040,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,461,600 2,461,600
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株。

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

計 2,461,600 2,461,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 2,461,600 － 1,739,559 － 772,059

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であります。普通株式 127,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,329,200 23,292 同上

単元未満株式 普通株式 4,900 － －

発行済株式総数  2,461,600 － －

総株主の議決権  － 23,292 －

 

②【自己株式等】

    2022年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社ＴＶＥ

兵庫県尼崎市西立花

町五丁目12-１
127,500 － 127,500 5.18

計 － 127,500 － 127,500 5.18

　(注)自己株式は、2022年６月１日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、34,600株減少しまし

た。

 

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,655,536 4,874,140

受取手形及び売掛金 2,556,789 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 2,327,188

有価証券 1,400,000 －

商品及び製品 166,097 211,098

仕掛品 937,897 1,843,093

原材料及び貯蔵品 443,980 454,987

未収還付法人税等 0 109,334

その他 102,890 386,272

流動資産合計 9,263,192 10,206,116

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 495,864 619,905

機械装置及び運搬具（純額） 562,136 507,409

土地 341,193 466,892

その他（純額） 114,824 267,192

有形固定資産合計 1,514,019 1,861,400

無形固定資産   

のれん － 165,082

その他 252,679 254,821

無形固定資産合計 252,679 419,904

投資その他の資産   

投資有価証券 1,067,087 1,079,104

繰延税金資産 99,787 190,884

その他 150,918 152,661

貸倒引当金 △7,499 －

投資その他の資産合計 1,310,293 1,422,650

固定資産合計 3,076,992 3,703,955

資産合計 12,340,184 13,910,071

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 533,396 809,828

短期借入金 － 1,900,000

１年内返済予定の長期借入金 60,000 118,272

未払法人税等 153,446 155,531

賞与引当金 337,103 144,778

受注損失引当金 275,981 338,223

その他 763,294 476,760

流動負債合計 2,123,222 3,943,395

固定負債   

長期借入金 90,000 72,987

ＰＣＢ処理引当金 1,751 1,751

退職給付に係る負債 679,078 649,070

その他 79,557 56,392

固定負債合計 850,387 780,201

負債合計 2,973,610 4,723,596
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,739,559 1,739,559

資本剰余金 2,015,172 1,663,114

利益剰余金 5,948,087 5,644,671

自己株式 △638,994 △211,901

株主資本合計 9,063,825 8,835,444

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 284,180 292,498

為替換算調整勘定 18,060 60,820

退職給付に係る調整累計額 301 △2,380

その他の包括利益累計額合計 302,541 350,938

非支配株主持分 206 92

純資産合計 9,366,573 9,186,475

負債純資産合計 12,340,184 13,910,071
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 8,132,156 5,506,795

売上原価 6,074,665 4,474,361

売上総利益 2,057,491 1,032,434

販売費及び一般管理費 1,246,773 1,304,958

営業利益又は営業損失（△） 810,718 △272,524

営業外収益   

受取利息 169 79

受取配当金 27,360 38,233

補助金収入 12,395 15,901

為替差益 5,832 14,843

雑収入 15,984 19,829

営業外収益合計 61,742 88,887

営業外費用   

支払利息 1,907 7,773

リース解約損 1,362 536

支払手数料 － 498

雑損失 675 428

営業外費用合計 3,946 9,236

経常利益又は経常損失（△） 868,514 △192,873

特別利益   

固定資産売却益 62 49

特別利益合計 62 49

特別損失   

固定資産処分損 2,735 313

特別損失合計 2,735 313

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
865,841 △193,136

法人税、住民税及び事業税 235,053 167,939

法人税等調整額 59,760 △159,594

法人税等合計 294,814 8,344

四半期純利益又は四半期純損失（△） 571,027 △201,480

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △84 △114

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
571,111 △201,366
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年10月１日
　至　2021年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 571,027 △201,480

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 120,656 8,318

為替換算調整勘定 15,184 42,760

退職給付に係る調整額 7,747 △2,682

その他の包括利益合計 143,588 48,396

四半期包括利益 714,616 △153,083

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 714,700 △152,969

非支配株主に係る四半期包括利益 △84 △114
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　連結の範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間において、太陽電業株式会社の株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これにより、収益認

識会計基準の契約の識別の要件を満たした取引を収益認識する方法へ変更しております。また、「収益認識に関

する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品等の国内の販売において、出荷時から

当該製品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しており

ます。収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第

１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の損益及び利益剰余金期首残高に与える影響は軽微であります。なお、

「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号　2020年３月31日)第28－15項に定める経過的な取扱

いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりませ

ん。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、これによる四半期連結財務

諸表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定に

ついて、重要な変更はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年10月１日
至 2021年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年10月１日
至 2022年６月30日）

減価償却費 234,873千円 237,197千円

のれんの償却額 － 8,688
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（株主資本等関係）

１.配当金支払額

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年10月１日　至　2021年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年12月24日

定時株主総会
普通株式 57,234 25  2020年９月30日  2020年12月25日 利益剰余金

2021年５月13日

取締役会
普通株式 45,880 20  2021年３月31日  2021年６月14日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年６月30日）

　配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年12月24日

定時株主総会
普通株式 45,879 20  2021年９月30日  2021年12月27日 利益剰余金

2022年５月13日

取締役会
普通株式 57,486 25  2022年３月31日  2022年６月13日 利益剰余金

 

２.株主資本の金額の著しい変動

当社は、2021年11月12日開催の取締役会決議に基づき、2021年11月26日付で自己株式の消却を実施いたしまし

た。

この結果、当第３四半期連結累計期間において資本剰余金及び自己株式がそれぞれ360,514千円減少しておりま
す。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2020年10月１日 至2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 バルブ事業 製鋼事業
電気設備
関連事業

計

売上高         

外部顧客への売上

高
7,123,719 565,817 － 7,689,537 442,618 8,132,156 － 8,132,156

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

7,584 13,268 － 20,853 104,303 125,156 △125,156 －

計 7,131,304 579,086 － 7,710,390 546,921 8,257,312 △125,156 8,132,156

セグメント利益又は損

失（△）
1,517,425 △152,850 － 1,364,575 △22,893 1,341,681 △530,963 810,718

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リファインメタル事業や除染

事業を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△530,963千円には、セグメント間取引消去9,337千円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△540,301千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2021年10月１日 至2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
バルブ
事業

製鋼事業
電気設備
関連事業

計

売上高         

バルブ(新製弁) 1,474,167 － － 1,474,167 － 1,474,167 － 1,474,167

バルブ用取替

補修部品
538,790 － － 538,790 － 538,790 － 538,790

原子力発電所

定期検査工事
402,280 － － 402,280 － 402,280 － 402,280

その他メンテナ

ンス等の役務提

供

1,479,763 － － 1,479,763 － 1,479,763 － 1,479,763

製鋼事業 － 778,429 － 778,429 － 778,429 － 778,429

電気設備関連事

業
－ － 660,244 660,244 － 660,244 － 660,244

その他 － － － - 173,118 173,118 － 173,118

顧客との契約か

ら生じる収益
3,895,003 778,429 660,244 5,333,677 173,118 5,506,795 － 5,506,795

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への売上

高
3,895,003 778,429 660,244 5,333,677 173,118 5,506,795 － 5,506,795

セグメント間の内

部売上高又は振替

高

29,599 3,220 － 32,819 15,080 47,899 △47,899 －

計 3,924,602 781,649 660,244 5,366,496 188,198 5,554,695 △47,899 5,506,795

セグメント利益又は

損失（△）
547,523 △237,262 79,423 389,683 △58,275 331,408 △603,932 △272,524

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リファインメタル事業や地域

復興事業を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△603,932千円には、セグメント間取引消去18,046千円、各報告

セグメントに配分していない全社費用△621,978千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な金額の変動）

　株式取得による太陽電業株式会社の企業結合に伴い、新たにのれんが発生しております。当該事象におけるのれ

んの増加額は、当第３四半期連結累計期間において169,426千円であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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３.報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結累計期間において、福島地域での地域除染事業の規模縮小により、「除染事業」の量的な重要性

が乏しくなったため、報告セグメントの「その他」として記載する方法に変更しております。また、第１四半期連

結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメ

ントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。これによる各報告セグメントにおける当第３四半期連

結累計期間の「外部顧客への売上高」及び「セグメント利益又は損失(△)」への影響は軽微であります。

　このほか、東日本地区の電力市場における新たなビジネス展開を目的として太陽電業株式会社を子会社化したこ

とに伴い、第２四半期連結累計期間よりセグメント区分について、「バルブ」「製鋼」「その他」３区分から「バ

ルブ」「製鋼」「電気設備関連事業」「その他」の４区分へと変更しています。なお、当第３四半期連結累計期間

の比較情報として開示した前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントによ

り作成したものを開示しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2021年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
249円15銭 △87円52銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社

株主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
571,111 △201,366

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）

571,111 △201,366

普通株式の期中平均株式数（株） 2,292,154 2,300,723

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2022年５月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　　（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・　57,486千円

　　（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・　25円00銭

　　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・　2022年６月13日

（注)2022年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社ＴＶＥ(E01716)

四半期報告書

16/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   2022年８月５日  

株式会社ＴＶＥ    

 

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 神戸事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西方　実

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安場　達哉

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＶＥの

2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月30日

まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＶＥ及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に

おいて認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結
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論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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